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地域保健対策検討会開催要綱

１．目 的

(1) 地域保健対策の推進については、地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）及び

同法第４条の規定に基づく「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の定める

ところにより、地域住民の健康の保持及び増進並びに地域住民が安心して暮らせる

保健医療体制の確保を図るための地域保健対策を総合的に推進してきたところであ

る。

(2) これまで、医療計画の一部として、各都道府県において、任意的記載事項を中心

に「地域保健医療計画」を策定してきたところであるが、今般、地域保健対策をさ

、 （ ） 、らに推進する観点から 都道府県域における地域保健計画 仮称 の策定を推進し

同計画の位置づけを明確化し、地域保健体制の整備に関する都道府県の役割及び裁

量を拡充することとしたため、本検討会において同計画の具体的な策定手続きや評

価の在り方について検討する。

(3) また、社会的状況の変化等に伴い、公衆衛生分野において従来にも増して必要性

が大きく認識されるようになってきた施策もある（例：ＳＡＲＳをはじめとした新

）。 、興・再興感染症その他の原因による健康危機管理事例への的確な対応 したがって

それらの新たな施策を実施するための体制や関連制度の整備等についても合わせて

検討し、今後の地域保健対策のあるべき姿を明らかにする。

２．検討事項

検討会における主な検討事項は、次のとおりとする。

(1) 地域保健計画（仮称）について

① 計画の策定手続

② 計画の評価

③ その他

(2) 公衆衛生の新たな潮流に即した体制及び制度の整備について

① 地域における健康危機管理に関する基本的な考え方

② 健康危機管理実施体制

③ その他

３．本検討会の委員は別紙のとおりとする。

４．その他

(1) 検討会は、健康局長が開催する。

(2) 検討会には、座長を置くものとする。

(3) 会議は原則公開とする。

(4) 検討会の庶務は、厚生労働省健康局総務課地域保健室において行う。

(5) 本要綱に記載のないものについては別途定めるものとする。
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別 紙

地 域 保 健 対 策 検 討 会 委 員

（敬称略・五十音順）

稲葉 一人 科学技術文明研究所特別研究員
い な ば か ず と

今村 知明 東京大学医学部付属病院企画経営部長
い ま む ら と も あ き

植村 尚史 早稲田大学人間科学部健康福祉科学科教授
う え む ら ひ さ し

岡部 信彦 国立感染症研究所感染症情報センター長
お か べ の ぶ ひ こ

河原 和夫 東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
か わ は ら か ず お

医療政策学講座・政策科学分野教授

佐藤 敏信 岩手県保健福祉部長
さ と う と し の ぶ

曽根 智史 国立保健医療科学院公衆衛生政策部長
そ ね と も ふ み

玉川 淳 三重大学人文学部社会科学科助教授
た ま が わ じ ゅ ん

津下 一代 あいち健康の森健康科学総合センター指導課長
つ し た か ず よ

中野 則子 兵庫県健康生活部健康増進課長
な か の の り こ

○林 謙治 国立保健医療科学院次長
は や し け ん じ

村田 昌子 茨城県保健福祉部子ども家庭課少子化対策室長
む ら た ま さ こ

山本 都 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第三室長
や ま も と み や こ

○：座 長
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地域保健対策検討会の検討経緯 

 

 

○第 1回検討会  

日 時；平成 17 年 1 月 20 日（木） 

議 題； １．地域保健の現状について 

     ２．今後の地域保健体制のあり方について 

     ３．その他 

 

 

○第 2回検討会 

 日 時；平成 17 年 3 月 29 日（火） 

 議 題； １．地域における健康危機管理のあり方について 

      ２．地域保健計画（仮称）のあり方について 

      ３．その他 

 

 

○第 3回検討会 

 日 時；平成 17 年 4 月 27 日（水） 

 議 題； １．地域保健対策検討会 中間報告（案）について 

      ２．その他 
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地域保健対策検討会 中間報告（概要版） 

 

我が国の地域保健対策は、地域保健法等に基づき推進されてきたが、国内

外の地域保健に関する新たな潮流に即して、地域保健の基盤をゆるぎないも

のとし、住民の健康と安全を確保するため、健康危機管理対策や生活習慣病

対策を担えるだけの体制や制度の整備が必要となってきている。 

当検討会では、地域保健の向上に関する事項のうち、地域における健康危

機管理のあり方及び今後の地域保健計画のあり方の２点について優先的に検

討し、中間報告を取りまとめた。 
 

１ 保健所を中心とした地域における健康危機管理体制の構築 

○ 健康危機に対しては、公衆衛生の専門家が、現場における「最初の対処者」

となる。健康危機が発生した場合、その初動を担うのは、専門技術職員が

配置されており、地域保健の第一線機関である保健所が最も適している。 
○ 保健所における健康危機管理においては、重大健康危機や医療安全への対

応の強化充実が望まれるとともに、今後新たに対応すべき課題として、初

動時に原因の特定ができない健康危機の事例への対応、生物テロ等、虐待、

公衆衛生上問題のあると考えられる死体の死因調査、災害時の対策が挙げ

られる。 
○ 保健所は地域における健康危機管理体制の拠点として、地方衛生研究所は

技術的・専門的支援機関として、それぞれ位置付けを明確にし、有事のみ

ならず平時及び事後の対応を十分に行えるように機能の強化を図るとと

もに、今後は、これまで以上に健康危機管理を、業務の核とするべきであ

る。 

 

２ 今後の地域保健計画 

○ 地域保健計画は、都道府県が健康危機管理への対応や各種の健康課題への

優先度を明確にしたあるべき方向性を総合的に記載し、法律上の位置付け

も明確化された計画として策定することが必要であり、明示された優先度

に応じて健康課題に対する資源配分の方針を示すことが地域保健計画の

役割である。 

○ また、地域における健康危機管理体制の確保と、地域保健に関する基盤整

備について、公が担うべき公衆衛生上の役割を明らかにしつつ、記載すべ

きである。 

○ 以上を整理すると、地域保健計画の含むべき内容は、おおむね次のとおり

である。 

① 健康危機管理計画 

② 生活習慣病対策その他の地域保健対策（関係計画に基づき記載） 

③ 地域における健康課題の優先度に応じた資源配分の方針 

④ 基盤整備（人材の育成・確保、保健所等の施設・設備、調査・研究等） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

対 象 分 野 
 

 

 

 ○医療安全 
・ 医療機関での有害事象の早期察知、判断 

等

○災害有事・重大健康危機 
・ 生物テロ、SARS、新型インフルエンザ 等

・ 地震、台風、津波、火山噴火 等 

○介護等安全 
・ 施設内感染、高齢者虐待 等 

○感染症 
・ 感染症発生時の初動対応等、必要措置 

○医薬品医療機器等安全 
・ 副作用被害、毒物劇物被害等 

○結 核 
・ 多剤耐性結核菌対応等 

○精神保健医療 
・ 措置入院に関する対応、心のケア等 

○児童虐待 
・ 身体的虐待、精神的虐待、ネグレクト等 

○食品安全 
・ 食中毒、医薬品（未承認薬も含む）成分を

含むいわゆる健康食品等 

○飲料水安全 
・ 有機ヒ素化合物による汚染等 

○生活環境安全 
・ 原子力災害（臨界事故）、環境汚染等 

○平時対応（日常業務） 

①情報収集・分析： 

 ・感染症発生動向調査 

 ・健康危険情報の収集・整理・分析 

 ・過去の事例の集積 

 ・相談窓口（保健所通報電話の設置） 

 ・公衆衛生上問題のあると考えられる死体の死因調査

 ②非常時に備えた体制整備： 

 ・計画・対応マニュアルの整備 

 ・模擬的な訓練の実施 

 ・人材確保及び資質向上・機器等整備 

 ・関係機関とのネットワーク整備 

 ③予防教育・指導・監督： 

 ・予防教育活動、監視、指導、監督 

○有事対応（緊急時業務） 
 ①緊急行政介入の判断 
 ②連絡調整： 
 ・情報の一元管理・分析・提供 
 ・経過記録 
 ・専門相談窓口 
 ③原因究明： 
 ・積極的疫学調査 
 ・情報の収集・分析・評価 
 ④具体的対策： 
 ・被害拡大の防止 
 ・安全の確保 
 ・医療提供体制の確保（心のケアを含む）

○事後対応 
 ・事後対応の評価 
 ・対応体制の再構築 
 ・追跡調査 
 ・健康相談窓口 
 ・ＰＴＳＤ対策 
 

○原因不明健康危機 

保健所における健康危機への対応の概要 



 

 

 

国の施策への反映 

地域保健計画に関する概要

基本的な考え方 

◇ 公衆衛生の新たな潮流に即した体制及び制度の整備 
◇ 地域の自主性・裁量性の尊重（地域特性の反映） 
◇到達目標と評価の導入による実効性のある事業展開 

計画策定の枠組み 

基本指針の策定 

都道府県

事 後 評 価  

財政支援等、基本指針及び参考となる指標、
分析手法の提示 

計画の位置付け 

都 道 府 県 の 役 割 

実施主体が都道府県 
である施策分野 

医
療
計
画

客
観
的
な
検
証
結
果
を
次
期
地
域
保
健
計
画

見
直
し
時
に
反
映 

一
体
的
に
策
定 

実施主体が市町村 
である施策分野 

広域調整・評価 計画策定・実施・評価 

福
祉
等
の
既
存
計
画 

調
整 

感
染
症
等
の
既
存
計
画

優先的に取り組むべき課題の抽出 

具体的な行動計画及び体制の確立 

地域保健に関する現状把握 
（過剰死亡、地域格差、健康弱者の問題等） 

到達目標、施策、期限等の明示 

国 

・母子保健 
・老人保健 
・健康増進 
・ その他   

(精神保健等) 

政策評価の実施

地域保健計画 
・健康危機管理計画 
・生活習慣病対策その他の地域保

健対策（関係計画に基づき記載）

・地域における健康課題への資源

配分の方針 
・ 基盤整備（人材の育成・確保、

保健所等の施設・設備、調査・

研究等）     
















